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   第 ８ 回   熊本県議会  農林水産常任委員会会議記録 

 

平成29年３月14日(火曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前11時54分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第33号 平成29年度熊本県一般会計予

算 

 議案第42号 平成29年度熊本県林業改善資

金特別会計予算 

 議案第43号 平成29年度熊本県沿岸漁業改

善資金特別会計予算 

 議案第67号 熊本県国営土地改良事業負担

金徴収条例の一部を改正する条例の制

定について 

 議案第68号 熊本県国立研究開発法人森林

総合研究所事業特別徴収金徴収条例の

一部を改正する条例の制定について 

 閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

 報告事項 

  ① 熊本県森林・林業・木材産業基本計

画の策定について 

  ② 熊本地震による農林水産業の被害及

び復旧・復興の状況について 

  ③ 新規就農者の離農状況について 

 平成28年度農林水産常任委員会における取

り組みの成果について 

――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 髙 野 洋 介 

        副委員長 早 田 順 一 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 前 川   收 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 楠 本 千 秋 

        委  員 松 野 明 美 

        委  員 吉 田 孝 平 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 農林水産部 

         部 長 濱 田 義 之 

       政策審議監 田 中 純 二 

      生産経営局長 川 口 卓 也 

      農村振興局長 小 栁 倫太郎 

        森林局長 宮 田   修 

        水産局長 平 岡 政 宏 

      首席審議員兼 

    農林水産政策課長 白 石 伸 一 

         政策監 下 田 安 幸 

      団体支援課長 杉 山 正 三 

 流通アグリビジネス課長 荒 木   亮 

      農業技術課長 堤   友 信 

      農産園芸課長 酒瀬川 雅 士 

         政策監 大 島   深 

        畜産課長 中 村 秀 朗 

  農地・担い手支援課長 鳥 井   修 

      首席審議員兼 

      農村計画課長 村 山 直 康 

      農地整備課長 西 森 英 敏 

     むらづくり課長 今 田 久仁生 

    技術管理課審議員 内 田 栄 二 

      森林整備課長 赤 羽   元 

      林業振興課長 三 原 義 之 

      森林保全課長 長谷川   誠 

      水産振興課長 木 村 武 志 

    漁港漁場整備課長 田 尻 雅 裕 

  農業研究センター所長 板 東 良 明 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課参事 小 池 二 郎 
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     政務調査課主幹 法 川 伸 二 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

〇髙野洋介委員長 それでは、ただいまから

第８回農林水産常任委員会を開会いたしま

す。 

 本日の委員会に１名の傍聴の申し出があり

ましたので、これを認めることといたしまし

た。 

 次に、本委員会に付託されました議案を議

題とし、議案について執行部の説明を求めた

後に質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のまま簡潔にお願いいたしま

す。 

 まず、農林水産部長から総括説明を行い、

続いて付託議案について担当課長から順次説

明をお願いいたします。 

 

〇濱田農林水産部長 今回提案しておりま

す、議案等の概要をまず御説明をいたしま

す。後議では予算関係が３件、条例等関係が

２件、計の５件をお願いいたしております。 

 まず初めに、平成29年度の当初予算につい

てでございますけれども、これは一般会計が

837億円余、特別会計が９億円余、総額で847

億円余を計上いたしております。 

 このうち平成29年度一般会計当初予算につ

いて御説明を申し上げます。熊本復旧・復興

４カ年戦略に沿いまして復旧・復興の取り組

みを加速させるとともに、競争力のある農林

水産業の実現に取り組むこととしておりま

す。 

 ７つの柱で申し上げます。 

 まず１つ目には、生産を支える基盤の復

旧・復興でございます。 

 今年度に引き続き、熊本地震で被災しまし

た農地あるいは農業施設などの復旧に取り組

みますとともに、農地の大区画化あるいは農

地中間管理機構を活用した担い手の集積など

を進めてまいります。また、自然災害に備え

て農業共済の加入促進あるいはハウスの耐候

性の強化に取り組んでまいります。 

 ２つ目の柱は、農林水産業の多様な担い手

の確保・育成でございます。 

 若者の就業意欲を喚起し、就農相談から就

農後の定着までをトータルで支援をいたしま

す「熊本型農業者育成」の仕組みを構築いた

しますとともに、ＪＡがみずから行う農業経

営も支援してまいります。 

 また、林業や水産業での新規就業希望者へ

の研修に加えまして、漁協が行う漁船などの

リース支援など、関係機関と連携した就業支

援体制を整備してまいります。 

 ３つ目の柱は、農業生産力の回復と競争力

のさらなる強化でございます。 

 まずは、熊本地震で被災しました畜舎、農

業用ハウスなどについて、一日も早い再建に

取り組みます。あわせて、大規模農場による

スケールメリットを生かしました広域農場の

拡大、経営力強化によるコスト削減、新品種

の導入による産地化、ＩＣＴを活用したハウ

スの導入によります次世代型農業の展開な

ど、競争力の強化を推進いたしていきます。 

 また、農業生産現場の労働力不足に対しま

しては、労働力調整などの労働力サポートセ

ンター機能をＪＡ中央会に新たに設けまし

て、生産力の強化につなげてまいります。さ

らに、高病原性鳥インフルエンザなどに備え

ました家畜防疫体制の強化にも取り組んでま

いります。 

 ４つ目の柱は、県産農林水産物などの認知

度向上でございます。 

 効果的なトップセールス、「くまもとの

赤」のＰＲなどに取り組みますとともに、熊

本地震からの復旧・復興を応援していただき

ます大都市圏の量販店あるいは外食産業など

の実需者から消費者までに応える多様な流通

ルートの構築を進めてまいります。 

 また、輸出拡大アドバイザーによります事
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業者や産地の育成、海外バイヤーや飲食店を

対象といたしましたプロモーションなどによ

りまして、海外におきます農林水産物の競争

力の強化を図ってまいります。 

 ５つ目、中山間地域対策でございます。 

 中山間地域での営農を支えます日本型直接

支払制度のさらなる活用拡大を図りますとと

もに、特に生産条件が厳しい地域におきまし

ては、持続可能な農業・農村づくりを進める

ため、中山間地域農業支援プロジェクトチー

ムを設置いたしまして、意欲ある地域の農業

振興ビジョンづくりと、そのビジョンに基づ

きます高卖価作物の作付け拡大、そのための

基盤整備、生産・販売力の強化などの実現を

支援してまいります。 

 ６つ目でございます。森林の再生と県産材

の需要拡大による林業経営の強化でございま

す。 

 崩壊した山地や治山施設の早期の復旧に取

り組みますとともに、木造建築物の耐震性に

関する正確な情報発信、木造による住宅再建

を支援してまいります。 

 加えて、これまで木造化が進んでいない民

間団体や企業などへの木材のメリットの紹介

あるいは実践的な手引書の作成などを行いま

して、公共建築物の木造化とともに木材利用

による創造的復興を進めてまいります。 

 また、意欲ある担い手への森林集約化や低

コスト化による森林経営の強化に取り組んで

まいります。 

 最後の柱、７つ目でございます。水産資源

の回復と水産経営の強化でございます。 

 有明海、八代海等の漁場環境の改善を図る

ため、覆砂等による干潟の機能回復あるいは

藻場造成に取り組みます。また、漁業者等が

行います種苗放流、資源管理の取り組みを支

援してまいります。さらに、漁家所得の向上

や経営体質の強化に向けまして、協業化や共

同利用施設の整備など「浜の活力再生プラ

ン」に基づく取り組みを支援してまいりま

す。さらには、クマモト・オイスターそれか

らクロマグロなどの養殖技術の確立に向けた

取り組みも、加速化してまいります。 

 以上のような取り組み、主なものでござい

ますが、こういった取り組みによりまして、

一日も早い熊本地震からの復旧・復興と、稼

げる農林水産業を実現してまいります。 

 次に、条例関係でございます。２件でござ

います。 

 １件は、熊本県国営土地改良事業負担金徴

収条例の一部を改正する条例及び２件目は、

熊本県国立研究開発法人森林総合研究所事業

特別徴収金徴収条例の一部を改正する条例の

２件を提案をいたしております。 

 また、議案以外のその他の報告事項といた

しまして、３件を御報告させていただきま

す。１件目は、熊本県森林・林業・木材産業

基本計画の策定でございます。２件目は、毎

回報告させていただいております熊本地震に

よる農林水産業の被害及び復旧・復興の状

況、そして３件目は、さきの２月の委員会で

も御指摘をいただきました新規就農者の離農

状況の詳細についての３件でございます。 

 以上が、今回提案しております議案等の概

要でございますが、詳細につきましては、こ

の後、担当課長から説明させます。どうぞよ

ろしくお願いを申し上げます。 

 

〇髙野洋介委員長 引き続き、担当課長から

説明をお願いいたします。 

 

〇白石農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 平成29年度当初予算及び条例等関係説明資

料の１ページをお願いいたします。 

 平成29年度当初予算総括表でございます。 

 冒頭、一番上の本年度予算額、通常分(A)

欄の一番下の合計で655億5,000万円余、震災

分(B)覧の一番下191億7,000万円余、(C)欄、

ＡプラスＢの計のところでございますが、欄
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の一番下の合計で847億3,000万円余となって

おります。震災分を除きました通常分(A)と

前年度予算額(D)の比較は、(A)マイナス(D)

の比較増減の欄の一番下の合計欄にあります

ように、プラス37億2,000万円余となってお

ります。地震分以外、通常分ではほぼ昨年同

様ペースの予算計上となっております。 

 ２ページをお願いいたします。 

 農林水産政策課関係の予算でございます。 

 主なものを御説明させていただきます。 

 まず、上段の農業総務費のうち職員給与費

４億5,500万円余につきましては、現在配置

しております職員数により計上しておりま

す。 

 なお、職員給与費につきましては各課同様

でございますので、以下の各課の個別の説明

は省略させていただきます。 

 また、熊本地震に係る他県からの派遣職員

負担金につきまして、団体支援課、農業技術

課、農産園芸課、農地整備課、森林保全課の

５課分、合計で30名分の人件費負担を計上し

ております。各課それぞれ載っていますが、

同様でございますので、個別の説明は省略さ

せていただきます。 

 次、３ページをお願いいたします。 

 中段の、農業公園費でございます。説明欄

の２、新規事業でございますが、農業公園施

設等保全計画策定事業530万円余でございま

すが、設置後25年経過し、老朽化しました農

業公園施設の設備の長寿命化のための計画策

定業務でございます。 

 次、４ページをお願いいたします。 

 一番下の段でございますが、農林水産政策

課予算額合計で６億2,500万円余をお願いす

るものでございます。 

 農林水産政策課については以上でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 

〇杉山団体支援課長 団体支援課でございま

す。 

 資料は、５ページをお願いいたします。 

 主なものを御説明いたします。 

 まず、上から３段目の農業金融対策費とい

たしまして、４億7,800万円余をお願いして

おります。 

 主な内容は、農業近代化資金等の制度資金

に対する利子補給や、融資が円滑に行われる

ための農業信用基金協会に対します出捐に要

する経費などで、以下10ページにかけまし

て、資金ごとに必要な予算や償還期間中の債

務負担行為をお願いしております。 

 なお、７ページをお願いいたします。 

 ７ページの下の段の農畜産特別金助成費の

説明欄４、畜産経営体質強化支援資金助成費

は、震災復旧や経営発展のために畜産クラス

ター事業に取り組む畜産農家の借りかえ資金

への利子補給でございます。新規事業として

おりますけれども、28年６月の知事専決によ

りまして制度を創設しておりまして、29年度

から利子補給が始まるものでございます。 

 また、10ページをお願いいたします。 

 １段目の説明欄７は、熊本地震により被害

を受けた農業者への金融支援策を29年度にお

いても引き続き実施するものでございます。 

 その下の段の国庫支出金返納金1,500万円

余は、農業改良資金の平成28年度償還金に係

る国費相当分の返納金でございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 ３段目の農業共済団体指導監督費の説明欄

２は、新規事業で平成31年からの導入が予定

されております収入保険制度に係る普及啓発

のための経費をお願いするものでございま

す。 

 一番下の段の農業共済制度等普及推進費 

3,900万円余は、28年度に引き続きまして農

業共済加入率の向上のために、掛金補助を市

町村と連携して行うものでございます。 

 13ページをお願いいたします。 

 林業金融対策費の12億7,500万円は、林業

振興資金貸付金で、林業関係団体等の運転資
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金といたしまして、金融機関に貸付原資を預

託するものでございます。 

 説明欄の１から次の14ページの(6)まで、

多様な資金需要に対応できるようメニューを

設けております。 

 同じ14ページの一番下の段、水産業協同組

合指導費の3,300万円余につきまして、主な

ものは、説明欄３の養殖共済加入者の赤潮特

約に係る掛金の一部を助成するものでござい

ます。 

 16ページをお願いいたします。 

 下の段の金融対策費は、４億1,400万円余

をお願いしておりますが、主なものは、説明

欄の２の漁業振興貸付金で、海水養殖漁協と

県漁連に対しまして、事業運営に必要な資金

を融資するため、金融機関へ貸付原資を預託

するものでございます。 

 19ページをお願いいたします。 

 林業改善資金特別会計でございます。３段

目の林業・木材産業改善資金貸付金は、林業

者及び木材事業者に対しまして貸し付ける無

利子の資金で、昨年度と同額の３億1,000万

円をお願いしております。 

 20ページをお願いいたします。 

 １段目の元金４億8,000万円は、木材産業

等高度化推進資金の貸付原資２分の１を、農

林漁業信用基金から県が借り入れております

ので、借入期間満了によりまして返済するも

のでございます。 

 21ページをお願いいたします。 

 沿岸漁業改善資金特別会計でございます。 

 上から２段目の沿岸漁業改善資金貸付金１

億5,400万円は、近代的な漁業技術の導入等

に必要な資金を無利子で貸し付けるもので、

昨年度と同額をお願いしております。 

 以上、団体支援課は一般会計と特別会計の

合計で34億5,700万円余をお願いしておりま

す。御審議のほど、よろしくお願いいたしま

す。 

 

〇荒木流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 資料は、22ページをお願いいたします。 

 主なものを御説明申し上げます。 

 農業総務費のうち一番下、農産物流通総合

対策費でございますけれども、３億2,200万

円余をお願いしております。 

 主な内容につきましては、右の説明欄をご

らんください。 

 ２番の震災復興！地域食材等販路開拓支援

事業でございますけれども、震災により痛手

を受けました地域の直売所の経営力向上のた

めのスキルアップ講座の開催ですとか、集客

力をアップするための支援を行うためのもの

です。 

 続きまして、23ページをお願いいたしま

す。 

 同じく右の説明欄の５、６次産業化商品魅

力発信事業、それから６、くまもと６次産業

化総合支援強化事業につきましては、県内の

６次産業化を推進するためのハード、ソフト

の支援、あるいは商品を県外へ販路拡大を図

るための事業でございます。 

 続きまして、24ページをお願いいたしま

す。 

 これも上段右の説明欄でございますけれど

も、７番と８番につきましては、フードバレ

ー構想を進めるために商談会を開催しました

り、フードバレー構想推進の核となる地域商

社機能の構築を図るためのものでございま

す。 

 25ページをお願いいたします。 

 上段、流通体制整備促進費でございますけ

れども、1,710万円余を計上いたしておりま

す。これにつきましては、右の説明欄の２及

び３にありますように、「くまもとの赤」ブ

ランドを初めとした県産品の認知度向上や販

路拡大を図るための経費でございます。 

 下段のブランド確立・販路対策費でござい

ますけれども、１億500万円余を計上いたし
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ております。 

 主な内容につきましては、26ページで御説

明申し上げます。26ページの右側の説明欄を

お願いいたします。 

 ナンバーの２から５までにつきましては、

県産農林水産物の輸出拡大のための経費でご

ざいます。香港、シンガポールの海外事務所

の経費ですとか、海外でのプロモーション活

動あるいは県内産地の強化のための経費でご

ざいます。 

 最後でございますけれでも、27ページの最

下段をお願いいたします。 

 流通アグリビジネス課といたしましては、

合計で７億3,600万円余の予算額となってご

ざいます。よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 

〇堤農業技術課長 農業技術課でございま

す。 

 28ページをお願いいたします。 

 主な予算と事業を説明させていただきま

す。 

 まず、一番下の段の農業改良普及管理運営

費でございますが、今回１億2,030万円余を

計上しております。 

 説明欄の１の協同農業普及事業でございま

すが、普及職員の現地での活動費や調査研究

費、そして県下11地域の農業普及・振興課の

管理運営等に要する経費でございます。 

 次のページ、29ページをお願いいたしま

す。 

 29ページ２段目の農業改良普及推進費でご

ざいますが、今回1,960万円余を計上してお

ります。 

 右側の説明欄の３のＡＬＬくまもと農産物

生産支援体制強化事業でございますが、県の

普及ＯＢやＩＣＴなどを活用しまして、ＪＡ

の営農指導体制を構築するための農業団体に

対する助成でございます。 

 ページが飛びまして、31ページをお願いい

たします。 

 上段の土壌保全対策事業費でございます

が、今回３億790万円余を計上しておりま

す。 

 右側の説明欄の１の環境保全型農業直接支

払事業でございますが、地球温暖化防止など

に効果の高い、例えばレンゲを植えたり、肥

料、農薬を抑えた栽培など、営農活動に取り

組む農業者に対する助成でございます。 

 説明欄２の地下水と土を育む農業総合推進

事業でございますが、地下水と土を育む農業

の県民運動の展開やグリーン農業の推進など

に要する経費でございます。 

 ３の農業生産工程管理導入促進事業でござ

いますが、県版ＧＡＰの運用のための体制整

備等に要する経費でございます。 

 33ページをお願いいたします。 

 33ページから40ページまでは、農業研究セ

ンター費でございます。33ページ下の段の企

画経営情報費でございますが、今回３億 

4,460万円余を計上しております。 

 次のページ、34ページをお願いいたしま

す。 

 34ページの説明欄の４のくまもと農業を拓

く研究開発事業でございますが、稼げる農業

につなげる県オリジナル品種の育成や品種や

収量を高める技術開発などに要する経費でご

ざいます。 

 ページが飛びまして、40ページをお願いい

たします。 

 一番下の欄の農業技術課の合計で44億 

5,150万円余をお願いしております。 

 農業技術課は以上でございます。御審議を

よろしくお願い申し上げます。 

 

〇酒瀬川農産園芸課長 農産園芸課でござい

ます。 

 資料41ページをお願いいたします。 

 上から４段目の農作物対策費のうち、農作

物対策推進事業費でございます。２億2,600
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万円余を計上しております。 

 主な事業といたしまして、説明欄３の熊本

地震営農支援事業は、復旧がおくれている被

災水田地域を対象に営農支援を行う事業でご

ざいます。 

 次に、資料42ページをお願いします。 

 最上段の農業気象対策事業費は、4,000万

円を計上しております。 

 説明欄のとおり、阿蘇火山等防災特産対策

事業につきましては、火山灰対策として茶の

洗浄施設等を整備する事業でございます。 

 次に、下段の米麦等品質改善対策事業費で

ございます。5,100万円余を計上しておりま

す。 

 主な事業としては、43ページをお願いいた

します。 

 説明欄７のとびだせトップグレード米戦略

事業でございます。 

 これは、米の新品種、くまさんの輝きの産

地化、またブランド力の強化あたりを図るも

のと、あと、米のアジア諸国への輸出拡大を

図るものでございます。 

 次ページ44ページをお願いいたします。 

 上段の畑作振興対策費でございます。 

1,900万円余を計上しております。これは、

お茶やたばこなどの生産振興を図る経費でご

ざいます。 

 主な事業といたしまして、説明欄２の地域

特産物産地づくり支援対策事業でございます

が、茶、たばこなどの機械施設の資材の導入

を支援するものでございます。 

 下段のい業振興対策費でございます。１億

7,500万円余を計上しております。 

 主な事業といたしましては、説明欄１のく

まもと畳表価格安定対策事業でございます

が、国の価格安定制度と連動いたしまして、

補塡率が平準化するよう県で上乗せ補塡する

事業でございます。 

 次の45ページをお願いいたします。 

 説明欄３のいぐさ・畳表生産体制強化支援

対策事業につきましては、イグサ専用の機械

施設の導入支援を行うものでございまして、

特に今回製造再開されましたイグサハーベス

タの導入支援のための助成経費をお願いして

おります。 

 下段の野菜振興対策費でございます。２億

8,600万円余を計上しております。 

 主な事業といたしましては、説明欄１の野

菜価格安定対策事業につきましては、野菜の

価格下落に対し損失補塡を行うための資金造

成事業でございます。 

 次の46ページをお願いします。 

 説明欄４の露地野菜生産拡大対策事業は、

露地野菜の新規産地を育成するための事業で

ございます。 

 次の47ページをお願いいたします。 

 説明欄７の攻めの園芸生産対策事業は、野

菜、果樹、花卉の園芸ハウスなどの機械施設

の導入支援を行う事業でございます。 

 説明欄８の「ゆうべに」生産拡大事業は、

イチゴの新品種の生産振興、ブランド確立に

取り組む事業でございます。 

 説明欄９の熊本型高度環境制御技術構築事

業は、炭酸ガスや湿度、温度を複合制御する

施設でございまして、これまでトマトで取り

組んでまいりましたけれども、29年度からは

新規事業といたしましてナスとキュウリで技

術の構築を図るものでございます。 

 最下段と次のページ最上段に、野菜の価格

安定対策に関連して、資金不足の事態に対応

するための債務負担行為の設定をお願いして

おります。 

 次のページ、48ページをお願いします。 

 ２段目の花き振興対策費でございます。 

900万円余を計上しております。 

 説明欄２のくまもとの花生産流通推進事業

は、花の周年生産供給体制づくりや新たな需

要を生み出すための事業でございます。 

 最下段の果樹振興対策費につきましては、

5,100万円余を計上しております。 
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 主な事業につきましては、49ページ説明欄

３の果樹競争力強化推進事業でございます。

この事業は、果樹の高品質生産のための屋根

かけ栽培、シートマルチ栽培等を進める事業

でございます。 

 ２段目の生産総合事業でございます。38億

3,100万円余を計上しております。これは、

国の強い農業づくり交付金を活用し、選果場

や低コスト耐候性ハウスの整備に対し助成を

行うものでございます。 

 次の50ページをお願いいたします。 

 水田営農活性化対策費であります。２億 

5,200万円余を計上しております。 

 主な事業としては、説明欄３のくまもと土

地利用型農業競争力強化支援事業でございま

す。米などの低コスト生産を進めるため、広

域農場や中山間地における生産組織の育成を

図る事業でございます。 

 次の51ページをお願いいたします。 

 説明欄６の中山間地域等ＪＡ参入営農モデ

ル事業につきましては、中山間地域において

ＪＡが営農を開始する際に支援を行う事業で

ございます。 

 次の52ページをお願いいたします。 

 説明欄９の熊本広域農場構想推進事業につ

きましては、広域農場の農地、労働力、機械

等生産資材を最適化するための総合営農管理

システムの導入を支援する事業でございま

す。 

 以上、農産園芸課といたしましては、最下

段のとおり52億1,200万円余の予算を計上し

ております。御審議のほど、よろしくお願い

します。 

 

〇中村畜産課長 畜産課でございます。 

 資料の53ページをお願いいたします。 

 まず、中段の畜産振興費、全体として対前

年度比で15億2,200万円余の減額となってお

りますが、これは、平成28年度の国経済対策

に呼応いたしまして、畜産クラスター事業の

平成29年度分を９月補正で前倒しして計上し

たことによる減でございます。 

 最下段の畜産生産基盤総合対策事業費でご

ざいますが、(Ａ)欄の２億5,550万円余を家

畜の改良や増殖を目的とした事業に計上して

おります。 

 説明欄の１、家畜生産基盤総合対策事業

と、２の家畜改良増殖総合対策事業は、種雄

牛づくりや有能な雌牛導入助成など、家畜改

良に要する経費でございます。 

 54ページをお願いいたします。 

 説明欄の４のひと・うし・しごとづくり事

業は、地域のリーダーとなり得る畜産経営者

の育成、確保に向け、指導者の雇用、研修施

設としての空き牛舎を改修する費用など、体

制整備を行う農業団体に対する助成でござい

ます。 

 説明欄の５、放牧活用型草原等再生事業

は、阿蘇の草原再生や中山間地域の耕作放棄

地の解消を図るため、放牧に必要な牧柵、給

水施設等の条件整備や家畜の導入を行う農業

団体等に対する助成でございます。 

 次に、55ページをお願いいたします。 

 上段の畜産経営安定対策事業費は、２億 

9,360万円余を計上しております。 

 主なものは、説明欄の１の家畜畜産物価格

安定対策事業でございます。これは、肉用子

牛、肉豚、鶏卵の市場価格変動による農家の

損失を補塡するための基金造成に対する助成

を行うものでございます。 

 説明欄の３、畜産総合対策事業は、畜産の

経営技術高度化や効率化を図るための共同畜

舎等の整備に対する支援を行うものでござい

ます。 

 下段の循環型耕蓄連携体制強化事業は、 

4,010万円余を計上しております。 

 説明欄の１の事業では、畜産の環境保全や

堆肥の流通の経費に対する助成、２の事業で

は、飼料用米等の自給飼料増産のための体制

整備に対する助成を行うものでございます。 
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 56ページをお願いいたします。 

 最下段の家畜保健衛生所整備費でございま

すが、２億8,310万円余を計上しておりま

す。平成29年度は、城北家畜保健衛生所と阿

蘇家畜保健衛生所の調査工事を計上しており

ます。 

 関連いたしまして、57ページをお願いいた

します。 

 上段でございますが、城北家畜保健衛生

所、阿蘇家畜保健衛生所の工事が平成30年度

までであるため、債務負担行為の設定を城北

家畜保健衛生所で5,730万円余、阿蘇家畜保

健衛生所で４億8,900万円余をお願いしてお

ります。 

 中段の家畜衛生推進対策事業費は、熊本産

業動物獣医師確保のための修学資金貸与事業

で、430万円を計上しております。獣医師系

大学修学資金貸与事業を行う畜産団体に対す

る貸付原資の助成を行うもので、本年度も６

名分を計上しております。 

 最下段の家畜衛生・防疫対策事業費でござ

いますが、58ページまでで１億3,660万円余

を計上しております。県内５つの家畜保健衛

生所の管理運営に要する経費や家畜伝染病発

生予防を目的とした事業に要する経費でござ

います。 

 59ページをお願いいたします。 

 上段の広域農業開発企画調整調査費でござ

いますが、広域農業開発事業償還金として、

５億4,910万円余をお願いしております。こ

れは、農用地整備公団が昭和50年度から平成

10年度まで実施した広域農業開発事業の負担

金償還金でございます。 

 最下段の公社営畜産基地建設事業費でござ

いますが、公社営畜産基地建設事業として、

１億3,280万円余を計上しております。これ

は、熊本市東部地区で計画しております家畜

排泄物処理施設の整備を行う熊本県農業公社

に対する助成でございます。 

 以上、畜産課は当初予算合計で、最下段に

なりますが、23億4,210万円余をお願いして

おります。御審議のほど、よろしくお願いい

たします。 

 

〇鳥井農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課です。 

 資料の60ページをお開きください。 

 主なものを御説明します。 

 説明欄２の担い手育成緊急支援事業です

が、認定農業者や地域営農組織の育成等のた

めに、県や各市町村の協議会が行う活動に対

する支援として、5,449万円余をお願いして

おります。 

 ３の農地流動化推進事業です。担い手に農

地を集積するために、農地売買支援事業を行

う県農業公社及び農地利用集積円滑化事業を

行うＪＡに対する助成で、3,042万円余をお

願いいたします。 

 次の61ページをお願いいたします。 

 ５番の農地集積加速化事業です。市町村の

人・農地プランの作成支援、農業公社の農地

集積活動に対する助成、さらに集積に係る地

域への交付金の経費で、４億1,437万円余を

お願いいたします。 

 主な内訳は、国の機構集積協力金が１億 

9,773万円、県の農地集積等交付金が１億 

4,349万円です。 

 ７番の、農地中間管理機構事業です。中間

管理機構の活動に対する助成で、２億922万

円余をお願いいたします。 

 主な内訳は、集積に係る職員等約30人分の

人件費、市町村、ＪＡへの業務委託費でござ

います。 

 62ページをお願いします。 

 中段から下ですけれども、県農業公社の借

り入れに係る債務負担行為です。農地売買支

援事業に係る借り入れにつきまして、２件で

合わせて６億3,900万円、３つ目の農地中間

管理機構が基盤整備を行う場合に係るものと

して、8,600万円をお願いいたします。 
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 続きまして、63ページをお願いいたしま

す。 

 農業委員会等振興助成費は、市町村農業委

員会及び県農業会議への農地事務や農地利用

最適化事業の取り組みに対する助成で、４億

6,202万円余をお願いいたします。 

 中段の青年就農給付金事業は、就農前に研

修を受けるための準備型の154人分、就農後

５年間給付する経営開始型の1,086人分の給

付のための予算で、17億3,794万円余をお願

いしております。なお、本事業は29年度に農

業次世代人材投資事業というふうに名称が変

更になる予定でございます。 

 下段のくまもと農のひとづくり事業です

が、農業アカデミーや農業経営塾の講座開設

等に要する経費として3,293万円余をお願い

いたします。 

 64ページをお願いいたします。 

 説明欄２の熊本型新規就農総合支援事業

は、新規参入の増加など多様化する新規就農

形態に対応した相談、就農研修、就農後のフ

ォローアップ等のサポート体制の整備、さら

に、農業高校生の就農促進の取り組み等のた

めの経費として、6,397万円余をお願いいた

します。 

 主な内訳は、県の就農支援センターの運営

費が1,900万円、県が認定する16の就農支援

機関への支援が2,000万円、農業大学校が実

施します新規参入者向け及び親元就農者向け

の就農支援研修事業が939万円でございま

す。 

 ３番の熊本地震復興労働力確保対策事業で

すが、熊本地震を契機に農業生産現場等で発

生している労働力不足を解消するために、農

協、農業会議等と連携して取り組んでおりま

す労働力補完システムの構築に係る助成とし

て、666万円余をお願いいたします。29年度

は、県内３地域程度をモデルに、域内の農家

や選果場での労働力の融通活用に取り組んで

まいります。 

 65ページをお願いいたします。 

 上段の経営体育成支援事業ですが、担い手

農業者の経営改善に必要な農業用機械等の整

備に対する助成として、４億5,540万円をお

願いいたします。 

 中段から次のページにかけまして、農業大

学校費ですけれども、農学部と研修部の運営

費、建物、機械等の維持整備費としまして、

合わせまして４億4,583万円余をお願いいた

します。 

 最後に、68ページです。 

 震災復旧緊急対策経営体育成支援事業とし

まして、熊本地震で被災した農業者の生産施

設等の復旧に係る29年度に着手する分の補助

としまして、48億950万円をお願いいたしま

す。 

 最下段ですけれども、農地・担い手支援課

の総計で91億3,293万円余の予算をお願いし

ております。よろしくお願いします。 

 

〇村山農村計画課長 農村計画課でございま

す。 

 主なものにつきまして、御説明させていた

だきます。 

 説明資料の69ページをお願いいたします。 

 ４段目の国営土地改良事業直轄負担金でご

ざいますが、国営土地改良事業に伴う県及び

地元の負担金でございます。完了地区を含む

３地区が対象地区でございます。３億6,600

万円余を計上しております。 

 70ページをお願いいたします。 

 一番下の段の土地改良施設維持管理事業費

でございます。１億8,200万円余を計上して

おります。 

 説明欄の１の土地改良施設維持管理強化事

業費は、土地改良施設の整備補修に係る資金

造成・指導の補助、管理体制整備、予防保全

対策、施設管理の省力化等に要する経費でご

ざいます。 

 71ページをお願いいたします。 
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 説明欄２の基幹水利施設危機管理事業は新

規事業でございますが、排水機場や頭首工等

の農業水利施設の定期点検、突発的事故対応

に対する技術者派遣を行う熊本県土地改良事

業団体連合会に対する助成でございます。 

 72ページをお願いいたします。 

 ２段目の農業農村整備調査計画費でござい

ます。次のページにかけまして説明がござい

ますが、これは今後、県営事業として整備が

必要な地区における基礎調査や事業計画作成

に要する経費でございます。１億3,090万円

余を計上しております。 

 73ページをお願いいたします。 

 森林総合研究所営特定中山間保全整備事業

負担金でございますが、平成15年度に着手

し、平成21年度に完了しております森林総合

研究所営特定中山間保全整備事業の阿蘇小国

郷地区の県及び地元の負担金でございます。 

 74ページをお願いいたします。 

 一番上の県営土地改良調査計画費でござい

ますが、これは、農業農村整備事業の新規予

定地区の事業計画書策定に要する経費で、国

からの補助を受けて実施するものでございま

す。２億8,300万円を計上しております。 

 このうち(2)の水利施設機能診断保全計画

策定１億4,900万円の一部１億3,000万円を一

部震災関連と計上しております。全額国費の

調査費でございます。これは、地震の影響の

大きい地域で、緊急的に排水機場など施設の

劣化状況の変化を再診断し、地震の影響を検

証するための調査でございます。 

 75ページをお願いいたします。 

 ３段目の農業農村整備推進交付金でござい

ますが、これは、市町村が行う農業農村整備

事業に対する県の支援に要する経費でござい

ます。１億4,390万円余を計上しておりま

す。 

 ５段目の海岸保全直轄事業負担金でござい

ますが、これは、玉名横島地区における直轄

海岸保全施設整備事業に係る県の負担金でご

ざいます。４億4,100万円余を計上してござ

います。 

 以上、農村計画課といたしまして、一番下

の段にありますように、合計18億2,600万円

余の予算をお願いしております。 

 続きまして、説明資料の132ページをお願

いいたします。 

 ２件、条例改正がございます。 

 熊本県国営土地改良事業負担金徴収条例の

一部を改正する条例の制定でございます。 

 次ページ、133ページをごらんください。 

 133ページから135ページにかけて、概要を

まとめてございます。 

 今回の条例の改正は、土地改良法施行令の

一部改正により、県が土地改良区等の受益者

から徴収し、または市町村に負担させる国営

土地改良事業に係る負担金の償還利率につい

て、年５分から国債の利率を基礎として農林

水産大臣の定める率に改められたことから、

今回、関係規定を整備するものでございま

す。 

 次に、136ページをお願いいたします。 

 熊本県国立研究開発法人森林総合研究所事

業特別徴収金徴収条例の一部を改正する条例

の制定についてでございます。 

 次ページ、137ページをごらんください。 

 137ページから140ページにかけて、概要を

まとめております。 

 今回の条例改正は、まず、平成27年４月１

日施行の独立行政法人森林総合研究所が行う

特例業務に関する政令の一部改正により、政

令第３条が政令第５条に条ずれ変更したこと

による条例の規定の整理を行います。また、

平成29年４月１日施行の国立研究開発法人森

林総合研究所法等の一部改正により、国立研

究開発法人の名称が森林総合研究所から森林

研究整備機構に変更されたことから、条例の

規定の整理を行います。 

 以上２点について、今回条例の改正を行い

ます。 
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 以上でございます。御審議のほど、よろし

くお願いいたします。 

 

〇西森農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 77ページをお願いいたします。 

 一番下、県営かんがい排水事業費でござい

ますが、31億1,100万円余を計上しておりま

す。 

 内容としましては、説明欄にありますとお

り、農業用の用排水路や排水路、排水機場等

の整備を行うもので、大津町上井手地区を含

む27地区を予定しております。 

 なお、その下の段、熊本市松の木堰地区

で、平成30年度から33年度までの４年間で13

億円、また、氷川町の氷川下流地区で、平成

30年度に３億円の債務負担行為の設定をお願

いしております。いずれも、頭首工の整備に

伴い設定をお願いするものです。 

 続きまして、78ページをお願いいたしま

す。 

 ２段目、県営畑地帯総合整備事業費でござ

いますが、５億4,400万円余を計上しており

ます。これは、説明欄にありますとおり、畑

地帯の整備を行うもので、熊本市白浜地区を

含む５地区を予定しております。 

 続きまして、一番下、県営経営体育成基盤

整備事業費でございますが、18億7,300万円

余を計上しております。これは、説明欄にあ

りますとおり、区画整理等の整備を行うもの

で、山鹿市長坂地区を含む20地区を予定して

おります。 

 なお、次のページ、79ページの説明欄にな

りますが、八代市昭和地区におきまして、平

成30年度から31年度までの２年間で８億 

8,000万円、同じく八代市野崎地区におきま

して、平成30年度に2,900万円の債務負担行

為の設定をお願いしております。いずれも、

排水機場の整備に伴い設定をお願いするもの

です。 

 続きまして、一番下の団体営農業農村整備

事業費でございますが、11億6,500万円余を

計上しております。これは、説明欄にありま

すとおり、市町村や土地改良区が実施します

用水路や排水路、暗渠排水等の整備に対する

助成でございます。宇土市の宇土７地区を含

む74地区を予定しております。 

 続きまして、80ページをお願いいたしま

す。 

 下の段、海岸保全事業費でございますが、

5,100万円を計上しております。これは、説

明欄にありますとおり、海岸に漂着しました

流木やごみ等の処理に要する経費等でござい

ます。 

 なお、本年度における流木の処理費につき

ましては、必要額を繰り越しており、予算を

確保しておりますので、この予算は平成29年

度に新たに漂着流木が発生した場合の処理費

を計上しているものでございます。 

 続きまして、81ページをお願いします。 

 下の段、農地防災事業費でございますが、

28億600万円余を計上しております。これ

は、説明欄にありますとおり、ため池の整備

や排水機場の改修、また、海岸堤防の改良等

を行うもので、全部で43地区を予定しており

ます。 

 なお、１枚めくっていただき82ページにな

りますが、右の説明欄、熊本市硴江地区にお

きまして１億円、八代市野崎地区におきまし

て6,700万円、宇城市の豊川北部地区におき

まして７億7,500万円、いずれも排水機場の

整備に伴い、平成30年度の債務負担行為の設

定をお願いするものです。 

 次に一番下、団体営農地等災害復旧費でご

ざいますが、107億1,700万円余を計上してお

ります。これは、説明欄にありますとおり、

市町村等が事業主体となって実施する農地等

災害復旧事業でございます。熊本市を含みま

す36市町村及び12土地改良区で実施を予定し

ております。 
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 続きまして、83ページをお願いいたしま

す。 

 上の段、県営農地等災害復旧費でございま

すが、36億5,800万円余を計上しておりま

す。これは、県が事業主体となって実施する

農地等災害復旧事業でございますが、熊本市

の秋津地区を含む８地区を予定しておりま

す。 

 なお、右の説明欄、県営農地等災害復旧関

連機器貸借としまして、平成30年度から平成

33年度までの４年間で、4,800万円の債務負

担行為の設定をお願いしております。これ

は、大切畑ダムの被災に伴います用水確保の

ため、益城町に掘削しました深井戸のポンプ

リースに係る費用でございます。 

 最後になりますが一番下、直轄災害復旧事

業負担金でございますが、３億6,000万円余

を計上しております。これは、説明欄にあり

ますとおり、地震により被災しました農地、

海岸について国が代行して実施する災害復旧

事業に対する負担金でございます。飽託海岸

を含む７地区、７海岸を予定しております。 

 以上、農地整備課としましては、合計267

億3,500万円余を計上しております。 

 農地整備課としては以上でございます。よ

ろしくお願いします。 

 

〇今田むらづくり課長 むらづくり課でござ

います。 

 説明資料84ページをお願いします。 

 主なものについて御説明いたします。 

 上から３段目の農政諸費としまして、 

2,620万円余を計上しております。これは、

世界農業遺産に認定された阿蘇地域におきま

して、認定効果を発揮させる取り組みの推進

や、阿蘇の草原再生と農畜産業の振興を推進

するための採草・野草堆肥供給システム構築

に要する経費でございます。 

 次に、85ページをお願いします。 

 山村振興対策事業費としまして、20億 

7,450万円余を計上しております。 

 説明欄の１の中山間地域等直接支払事業

は、中山間地域における農業生産活動等を行

う農業者に対する直接支払交付金でございま

す。 

 説明欄２のくまもと里モンプロジェクト推

進事業は、創造的復興に向けたコミュニティ

ーの維持、創造や美しい景観の保全、創造等

によりまして、農山漁村の活性化を目指した

住民主体による地域活動の芽吹きを支援する

ものでございます。 

 86ページをお願いします。 

 ２段目の農作物対策推進事業費としまし

て、７億2,900万円余を計上しております。 

 説明欄１の地域ぐるみの鳥獣被害防止対策

パワーアップ事業は、鳥獣被害防止のための

柵などの施設整備や有害鳥獣捕獲等の活動に

対する助成、あるいは人材育成や技術の普及

に要する経費でございます。 

 88ページをお願いいたします。 

 ２段目の県営中山間地域総合整備事業費で

ございます。14億6,360万円余を計上してお

ります。 

 説明欄の１の県営中山間地域総合整備事業

費は、中山間地域の農業生産基盤と生活環境

基盤の総合的な整備に要する経費でございま

して、熊本地震で被災した单阿蘇村の乙ケ瀬

地区の基盤整備を含んで18地区で取り組みま

す。 

 説明欄３の中山間農業モデル地区支援事業

は、新規事業でございます。中山間地域の中

でも特に生産条件が厳しい地区において、モ

デル地区を選定し、当該地区の農業振興ビジ

ョンづくりの支援に要する経費ですとか、そ

の地区で必要とされる基盤整備、施設整備等

のための助成でございます。 

 89ページをお願いします。 

 １段目の中山間ふるさと・水と土保全対策

事業費としまして、4,300万円を計上してお

ります。 
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 説明欄の中山間地域サポート推進事業で、

中山間地域の農地が有する多面的機能につい

て、啓発活動等をしっかり支援してまいりま

す。 

 ２段目の農地・水・環境保全向上対策事業

費でございます。37億1,120万円余を計上し

ております。 

 説明欄の多面的機能支払事業は、農業・農

村の多面的機能の維持、発揮を図るために、

農家や住民が共同で行う草刈りや水路の泥上

げ、あるいは農道や水路の補修などの活動に

対する助成でございます。 

 以上、むらづくり課としまして、最下段で

ございますが、総額で82億250万円余の予算

をお願いしております。御審議のほど、よろ

しくお願いいたします。 

 

〇内田技術管理課審議員 技術管理課でござ

います。 

 説明資料の90ページをお願いいたします。 

 ３段目の地籍調査費ですが、９億1,300万

円余を計上しております。これは、説明欄の

とおり、市町村が国土調査法に基づき１筆ご

とに境界などを明らかにし、地籍図や地籍簿

に取りまとめる地籍調査事業に要する経費で

す。平成29年度は、熊本市を含む13市町村で

実施の予定です。 

 ５段目の農業土木行政情報システム費です

が、2,170万円余を計上しております。これ

は、内訳として２つございます。 

 １つ目は、説明欄の１の電子入札・工事進

行管理システム開発事業です。これは、土木

部で発注いたします委託業務の電子入札・工

事進行管理などのシステム運営経費のうちの

農業土木負担分です。 

 次に、91ページの説明欄の２をお願いいた

します。 

 ２つ目は、農地情報図負担金です。これ

は、農地情報図を県、市町村、農業団体で共

同利用するための経費に係る県の負担金で

す。 

 ４段目の林政諸費ですが、1,140万円余を

計上しております。これは、先ほど説明しま

した電子入札、工事進行管理などのシステム

運営経費のうち、林務水産負担分です。 

 以上、技術管理課としましては、最下段に

ありますとおり、合計で10億9,900万円余の

予算をお願いしております。御審議のほど、

よろしくお願いいたします。 

 

〇赤羽森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 説明資料の94ページをお願いいたします。 

 主なものについて御説明いたします。 

 上から２段目、水とみどりの森づくり事業

費でございます。 

 説明欄１の針広混交林化促進事業、同４の

森と担い手をつなぐ集約化促進事業等で、４

億1,200万円余を計上しております。 

 95ページをお願いいたします。 

 最上段ですが、意欲ある担い手が新たに森

林を取得するために必要な資金を金融機関か

ら借り入れた場合の利子助成といたしまし

て、１件当たり上限20万円で年間100万円、

５年以内の債務負担行為の設定をお願いして

おります。 

 次に、下から２段目の林業公社貸付金でご

ざいます。これは、林業公社が実施する森林

整備や借入金の償還等に必要な資金を貸し付

けるもので、県等からの借入金に対する償還

金の増に伴い、29年度は６億9,300万円余を

計上しております。 

 １枚めくりまして、96ページをお願いいた

します。 

 上から２段目の流域総合間伐対策事業費で

すが、加工施設に原木を安定的に供給するた

めの間伐や路網整備に対する助成を行う間伐

等森林整備促進対策事業といたしまして、１

億6,100万円余をお願いしております。 

 下から２段目の造林費でございます。植
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栽、下刈り、間伐など一連の施業に対して助

成する森林環境保全整備事業等で、19億 

8,600万円余の予算を計上しております。 

 尐し飛びまして、99ページをお願いいたし

ます。 

 上から３段目の県有林費でございます。 

 これは、県有林の管理や作業道の維持、修

繕、間伐の実施のため、３億2,100万円余の

予算を計上しております。 

 以上、森林整備課といたしまして、ページ

めくりまして、100ページ最下段のとおり、 

47億5,100万円余の予算を計上しておりま

す。 

 森林整備課は以上でございます。御審議の

ほど、よろしくお願いいたします。 

 

〇三原林業振興課長 林業振興課でございま

す。 

 説明資料の101ページをお願いします。 

 主な事業を御説明いたします。 

 ３段目、水とみどりの森づくり事業費につ

きましては、説明欄１のくまもとの木と親し

む環境推進事業で、県産木材のよさや利用す

る意義等を啓発する、いわゆる木育などに 

3,430万円余をお願いしております。 

 次に、102ページをお願いいたします。 

 ２段目、森林整備促進及び林業等再生基金

積立金につきましては、資金融通した２つの

木質バイオマス発電事業者からの納付金を積

み立てるもので、8,940万円余をお願いして

おります。 

 ４段目、林業労働力対策事業費につきまし

ては、7,850万円余をお願いしております。 

 次の103ページをお願いいたします。 

 説明欄２の豊かな森林づくり人材育成事業

で、林業労働力確保支援センターの活動助成

や技術研修、また、次の３の林業・建設業等

連携促進対策事業で、林業と建設業の連携を

進める取り組みに対する助成、５のくまもと

緑の新規就業支援対策事業で、林業技術習得

のための長期研修や給付金支給に対する助成

を行うものでございます。 

 次に、104ページをお願いいたします。 

 ３段目、木材産業振興対策費につきまして

は、説明欄３の木質バイオマス等エネルギー

対策事業で、木質バイオマス燃料の供給体制

確立に向けた事業などを中心に、3,430万円

余をお願いしておるところでございます。 

 次に、105ページをお願いいたします。 

 県産木材需要拡大対策費につきましては、

7,930万円余をお願いしてございます。 

 説明欄３の公共建築物等木造化推進事業

で、被災した公共施設や民間施設等の木造に

よる復旧、復興への働きかけや建築士の育成

を行うのでございます。 

 次に、106ページをお願いいたします。 

 １段目、説明欄６のくまもと県産木造住宅

づくり復興推進事業で、地震からの再建木造

住宅等を新築する際の県産木材の助成ですと

か、説明欄７の木造建築物イメージ回復対策

事業で、地震における木造建築物の被害に関

する正確な情報や、安全、安心に関する情報

発信を行うものでございます。 

 このような取り組みにより、木造建築物の

復旧、復興に向け取り組んでまいりたいと考

えております。 

 また、説明欄５の県産木材アジアマーケッ

ト開拓事業では、県産木材、特に製材品を中

心に植木等の海外輸出に向けた販路拡大を行

うものでございます。 

 次の２段目、木材需給安定対策費では、１

億1,590万円余をお願いしております。 

 次の107ページ１段目、説明欄のくまもと

の森林利活用最大化事業として、間伐材流通

経費等を助成する市町村に対する支援を行う

ものでございます。 

 次の２段目、林産物振興指導費として、 

1,290万円余をお願いしております。 

 説明欄に記載のとおり、シイタケやタケノ

コ等の特用林産物の消費拡大や生産加工施設
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整備に助成を行うものです。 

 次に、108ページをお願いいたします。 

 １段目、林業・木材産業振興施設等整備事

業費として、３億6,100万円余をお願いして

おります。 

 説明欄に記載のとおり、１の林業・木材産

業振興施設等整備事業や、２の緑の産業再生

プロジェクト促進事業として、木材加工流通

施設や高性能林業機械などの整備に助成を行

うものです。 

 次に２段目、林道費について、18億9,080

万円余をお願いしております。 

 次の109ページにかけまして、説明欄のと

おり、槻木北線を含む９路線の県営林道や八

重線を含む５路線の市町村営林道の開設、そ

のほか林道改良舗装等を実施するものでござ

います。 

 次に、110ページをお願いいたします。 

 ４段目で、過年林道災害復旧費として、６

億4,050万円余をお願いしております。これ

は、昨年の地震や梅雤前線豪雤等で被災した

林道災害復旧を、平成29年度の予算として組

んだものでございます。 

 最下段、林業振興課計35億3,900万円余を

お願いしております。 

 林業振興課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

〇長谷川森林保全課長 森林保全課でござい

ます。 

 説明資料の111ページをお願いいたしま

す。 

 主な事業について御説明いたします。 

 一番下の段、水とみどりの森づくり事業費

として、5,300万円余をお願いしておりま

す。団体等が実施する県民参加の森づくり活

動の助成や森林ボランティア団体への支援な

どの経費でございます。 

 112ページをお願いいたします。 

 一番下の段、治山事業費として59億9,000

万円余をお願いしております。 

 説明欄１の治山事業につきましては、山地

災害箇所の復旧や山地災害危険地区の予防対

策を行うものでございます。 

 113ページをお願いいたします。 

 説明欄２の治山激甚災害対策特別緊急事業

は、熊本地震により発生した山地災害箇所

を、緊急かつ集中的に復旧するものでござい

ます。 

 下段の卖県治山事業費として、8,200万円

余をお願いしております。これは、国庫補助

事業の対象とならない治山施設の維持管理や

小規模な山地災害箇所の復旧を行うものでご

ざいます。 

 １ページ飛んで、115ページをお願いいた

します。 

 ２段目、保安林整備事業費として、４億 

4,400万円余をお願いしております。保安林

の機能を強化するための下刈りや本数調整伐

などの森林整備を実施するものでございま

す。 

 一番下の段、過年治山災害復旧費として、

６億300万円余をお願いしております。熊本

地震や豪雤により被災した治山施設を復旧す

るための経費でございます。 

 116ページをお願いいたします。 

 ２段目、直轄災害復旧事業負担金として、

2,300万円余をお願いしております。国の直

轄代行の実施に伴う負担金となります。 

 ４段目、自然環境保全施設災害復旧費とし

て、1,000万円をお願いしております。これ

は、熊本地震等で被災した立田山憩の森の施

設を復旧するための経費でございます。 

 一番下の段、森林保全課として78億8,700

万円余をお願いしております。御審議のほ

ど、よろしくお願いいたします。 

 

〇木村水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 資料の118ページをお願いいたします。 
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 下段の浅海増養殖振興事業費で、5,573万

円余をお願いしております。 

 説明欄をお願いします。 

 ３の熊本産「クマモト・オイスター」生産

流通推進事業で、4,083万円余をお願いして

おります。これは、クマモト・オイスターを

新たな熊本ブランドとして確立することを目

的として、稚貝の生産や養殖技術の向上を図

るものでございます。稚貝の大量生産技術が

進んできたことから、開発に係る委託費を中

心に減額しております。 

 続いて、119ページをお願いいたします。 

 中段の水産物流対策事業費で、4,100万円

余の減額で、3,920万円余をお願いしており

ます。 

 右の説明欄をお願いいたします。 

 漁村における「うみ・ひと・しごと」づく

り推進事業ですが、この事業は、漁協が行う

放流事業や販売促進事業並びに輸出拡大に向

けた支援など、合わせて６つの諸事業から構

成されております。総合的な水産振興に取り

組むものです。 

 平成29年度は、漁協等が行う施設整備事業

を新規事業として独立させたことにより減額

となるものです。 

 また、この事業の中で漁業就業者の促進、

定着などについて、平成29年度から取り組む

こととしております。 

 なお、漁業就業者対策につきましては、国

に対して支援制度の拡充もあわせて要望して

まいります。 

 120ページをお願いいたします。 

 下段の水産資源保護育成事業費で、１億 

9,649万円余をお願いしております。 

 説明欄の１、さかながとれる豊かな海づく

り事業ですが、これは、稚魚の共同放流等を

行う栽培漁業や漁獲の制限といった資源管理

による漁業収入安定対策を推進するもので

す。 

 平成29年度は、主に放流用の種苗を生産す

る委託費の節減による減でございます。 

 引き続き、121ページをお願いいたしま

す。 

 上段の栽培漁業事業化促進事業費の説明

欄、有明海再生事業で、平成28年度と同額の

２億3,800万円余をお願いしております。こ

れは、国の委託や定額補助により、有明海に

おける魚介類の生息環境調査や増養殖技術開

発を通じて、漁業の再生と生息環境の改善を

行うものでございます。 

 次に、最下段の施設整備事業費で、１億 

4,835万円余をお願いしております。これ

は、平成28年度の「うみ・ひと・しごと」づ

くり推進事業のうち、漁協等が行う共同利用

施設等の整備への支援を、浜の活力再生加速

化支援事業として新規に独立させたものでご

ざいます。浜の活力再生プランの取り組みに

位置づけられた共同利用施設等の整備が着実

に実行されますように、国庫補助事業や県卖

事業による支援を行うものでございます。 

 122ページをお願いいたします。 

 上段、漁業調整費で、7,413万円余をお願

いしております。 

 右の説明欄をお願いします。 

 最下段、６番目の漁業権切替事業で1,596

万円余をお願いしております。これは、平成

30年度に切りかえを迎える漁業権の切りかえ

作業に要する経費でございます。 

 123ページをお願いいたします。 

 中段の漁業取締費で、２億7,585万円余の

予算をお願いしております。 

 右の説明欄４に新規事業といたしまして、

漁業取締船法定検査関係工事費の3,997万円

余をお願いしております。これは、漁業取締

船「あそ」につきまして、船舶安全法に基づ

く５年ごとの定期検査の中間に当たる３年目

の、平成29年度の中間検査を実施するもので

ございます。 

 124ページをお願いいたします。 

 水産研究センター費で、４億2,645万円余
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をお願いしております。 

 125ページをお願いいたします。 

 説明欄９に、水産研究センター施設保全事

業として、1,672万円余を新規でお願いして

おります。これは、施設寿命を延ばすための

屋根防水と空調設備の改修工事の設計を行う

ものでございます。 

 また、説明欄11、クロマグロ養殖振興技術

開発事業で、680万円余をお願いしておりま

す。これは、クロマグロ養殖振興に必要な人

工種苗生産の技術開発を引き続き行うもので

ございます。 

 最下段の課計の欄でございますが、水産振

興課としまして、66万円の増額の合計18億 

3,980万円余の予算をお願いしております。 

 水産振興課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

〇田尻漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 主なものについて御説明します。 

 資料の126ページをお願いします。 

 まず、中段の沿岸漁場整備開発事業費でご

ざいますが、効用の低下している漁場の生産

力の回復や生息場の環境改善を目的に、有明

海、八代海等の再生に向けた熊本県計画に基

づき、覆砂等を行う水産環境整備事業でござ

いまして、４億5,500万円余の予算をお願い

しております。 

 下段の漁港建設管理費といたしましては、

126ページから130ページにかけまして、22億 

5,700万円余の予算をお願いしております。 

 主なものについて御説明します。 

 127ページをお願いします。 

 上段の漁港関係海岸保全事業費につきまし

ては、堤防、護岸等の海岸保全施設の整備を

行う事業で、県管理漁港及び市町村漁港建設

費補助を合わせまして、２億7,400万円余の

予算をお願いしております。 

 129ページをお願いします。 

 上段の漁村再生整備事業費につきまして

は、既存施設の有効活用の観点から、漁港の

施設や生活環境施設の整備を行うもので、３

億9,600万円余の予算をお願いしておりま

す。 

 ２段目の漁港関係港整備事業費につきまし

ては、６億6,100万円余の予算をお願いして

おります。 

 主なものとしましては、右の説明欄２にあ

ります水産物供給基盤機能保全事業費です

が、漁港施設の延命化及び更新コストの縮減

並びに平準化を図るための機能保全工事を行

うもので、６億4,100万円余の予算をお願い

しております。 

 下段の水産流通基盤整備事業費につきまし

ては、安全、安心な水産物の安定供給を図る

ため、流通の拠点となる漁港において品質、

衛生管理の向上及び陸揚げ、集出荷機能の強

化を目的に漁港の整備を行うもので、１億 

7,200万円余の予算をお願いしております。 

 130ページをお願いします。 

 水産生産基盤整備事業費につきましては、

水産資源の維持増大と水産物の生産機能の確

保を図るために、漁場、干潟、藻場、養殖場

と当該漁場に関連する漁港施設の整備を行う

もので、県管理漁港及び市町村漁港建設費補

助を合わせまして、３億3,300万円余の予算

をお願いしております。 

 131ページをお願いします。 

 最下段になりますが、漁港漁場整備課とい

たしましては、総額で28億9,100万円余の当

初予算をお願いしております。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。御審

議のほど、よろしくお願いします。 

 

〇髙野洋介委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、議案について質疑を受けた

いと思います。質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 長かったですね、説明が。前
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のほうは、もう忘れてしもうた。それは冗談

ですけど。 

 中山間地域の農業のことで、ちょっとお尋

ねをしたいんですが、３課ぐらいにまたがる

んですが、１つは、ＪＡの農業参入計画、営

農システムの構築ということで、51ページの

６番ですね、説明の。中山間地域等ＪＡ参入

営農モデル事業というものを、これはもう新

規じゃないと思いますけれども、上げていた

だいております。 

 あわせて、農地中間管理機構が、今日まで

国に先駆けて県で取り組みをいただいて、そ

れなりに成果が出ているというふうに思って

おりますが、これは61ページですね、農地・

担い手支援課。 

 それとあわせて、もう一つ。むらづくり課

でやっていただく、これは新規なんですけ

ど、中山間農業モデル地区支援事業というこ

とで、小規模な中山間地帯の基盤づくりの経

費だろうというふうに思っておりますが、以

前からこの農林水産常任委員会で議論をさせ

ていただきましたけれども、中山間地帯は、

やっぱり今危機的状況にございます。基本的

には、営農だけではなかなか、農業だけで生

活していくというのは非常に難しい。生産基

盤というのが、平地と比べれば格段に悪いわ

けであります。 

 とはいえ、やっぱり中山間地域の農業をど

う守っていくかというのはとても大事な話

で、それをやるためには、さっきの最後の話

ですね、中山間農業モデル地区支援事業です

ね。農地として使える基盤をやっぱりつくっ

てもらう。というのは、現状の農業に合う

形。昔はくわで田んぼを起こして、畑を起こ

して植えていたということだったでしょうけ

ど、今は人力でやる人はやっぱりいません

し、それは生産性の視点から見れば、とても

じゃないけど農業という、いわゆる家庭園芸

は別として、職業としての農業というものに

耐え得るはずがないと。そのためには、中山

間地の農地に、大型機械を入れろとは言いま

せんが、小型であってもきちっとした性能が

ある機械が入れられるような道とか、そうい

うものの整備をしなければいけない。本来、

面整備がやれれば一番いいんでしょうけど、

面整備をやったら農地面積よりも畦畔の面積

のほうが広くなってしまって、使えないとい

うことで、それもまた無駄な話でありますか

ら、そういった厳しい状況の中でどうやっ

て、営農できる農地を整備していくかという

こと。これが１つです。 

 それと、あわせて、農業の基盤として考え

たときに、ＪＡあたりがやっぱり組織力を持

って参入していって、多尐経営は厳しいのか

もしれませんが、明確な目的意識を持って、

葉物野菜とかいろんな特定されたものについ

ての生産基盤というものを、加工、流通まで

６次産業化につなげていくというものをしっ

かりやっていただくということでいけば、さ

っき言いました農産園芸課のＪＡの農業参入

計画というものが、マッチングがとてもよく

なってくるんだろうと思っておりますし、そ

の上で農地の流動化もこれはやっていかなけ

ればいけないと思っています。 

 中山間地域の担い手は、平地の担い手より

もはるかに尐ないと思います。だからこそ、

農地をちゃんと流動化しながら、農地中間管

理機構で、ある程度整備された農地を集約し

て、そしてその担い手、例えばＪＡが担い手

になる可能性もあると思いますけども、そこ

に貸し付けて、もしくは買うと言われれば買

ってもらってですね、そういった全体のやつ

をやっていくために、きょう３つの課にまた

がって、まだほかにもあるのかもしれません

けれども、計画づくりがなされているという

ふうに思いますが、それぞれの計画について

教えていただきたいことと、これはトータル

でプランニングしていくというんですかね、

課が３つありますから、どこでちゃんと制御

をしていくのか、コントロールしていくの
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か。それはあっちの課です、これはあっちの

課ですなんと言われていても仕方ないと思い

ますが、そこも決めていくべきだと思ってお

りますが、いかがでしょうか。 

 

〇白石農林水産政策課長 前川委員からの御

質問で、各課幾つかにまたがっておりますの

で、まず総論的な話を私のほうからさせてい

ただきたいと思います。 

 中山間地域の農林業というのは非常に厳し

いということで、お話のように生産の不利な

地域、それからスケールメリットを生かせな

いというところで、さらに高齢化が進んで担

い手もいなくなっている。 

 もう一つ、複合収入というお話も以前から

あっておりますけども、公共事業もだんだん

削減されて、なかなか収入もないと。そうい

った現状の中で、私たちとしましても、やは

り中山間地域対策というのは非常に重要な課

題、喫緊の課題ということで、今般作成しま

した食糧・農業・農村計画におきましても、

大きな柱の一つにこの中山間地対策というの

を位置づけて、農林水産部全体で取り組んで

いこうというふうな整理をしております。 

 特に、その中でも中山間地域の収入の柱と

担い手をつくっていくこと、それから、それ

ぞれの地域の資源を活用してどうやって振興

していくかとか、そういったことをその中に

入れ込んで進めていきたいというふうに思っ

ているところでございます。 

 そういう大きな整理の中で、例えば今般の

事業の中に中山間地域のそれぞれの地域にお

いてプロジェクトチーム、実態調査をした上

で、それぞれ地域によって実情が違いますの

で、実態調査をした上で、それに対してプロ

ジェクトチームをつくって、それぞれごとの

ビジョンをつくっていくというような考え方

で進んでいきたいというふうに思っておりま

す。 

 今お話があったＪＡの参入とか農地の流動

化とかの個別の事業の今後の考え方について

は、またそれぞれ話をしていただければと思

っております。 

 

〇酒瀬川農産園芸課長 農産園芸課でござい

ます。 

 中山間地域のＪＡ参入事業でございますけ

れども、前川委員からお話があったとおり、

ＪＡ参入については、まず担い手がいないと

ころの最終段階というのを考えております。

まさに担い手がいないところについて、こう

いう技術とかそういう販売とか流通のそうい

う能力を持ったＪＡが直接参入してやってい

くということでございます。 

 中山間地域におきましては、やはり米の低

コスト生産も限界がありますから、収益性の

高い野菜あたりと組み合わせてやっていく必

要があるということで考えております。 

 この事業につきましては、27年度から実施

をいたしておりまして、27年度にＪＡあしき

た、これが収益性の高い作物としてイチゴを

導入いたしております。現在36アールの施設

を整備しまして、イチゴの栽培を行っている

ところでございます。作り手がいない水稲、

水田関係についても、将来的にはＪＡが担っ

てやっていって、将来的にはその担い手が出

てきたときに、そういう営農モデルを実践し

ていただくと。農地とか施設あたりもつくっ

て、農地のあっせんとか施設あたりの整備を

しながら担い手を確保していくということで

考えております。 

 やはりそこは、コスト低下の限界のところ

を高收益作物と一緒に、しかも担い手がいな

いので、ＪＡが参入していくということで考

えております。 

 もう一つ、実は、その前のページの50ペー

ジに、くまもと土地利用型農業競争力強化支

援事業というのがございまして、この事業の

メニューの中に中山間地域のタイプを１つつ

くっております。これは、やはり中山間地域
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の場合は急傾斜地で、いわゆる面積が小さい

という、そういう問題がございますので、中

山間地域に合った機械の導入を支援していこ

うという事業でございまして、一般のそうい

う中山間地域の方からは、基盤整備まで待て

ないという話もありますので、通常だったら

４条刈り、５条刈りのグレンタンクのコンバ

インを入れるんですけど、そういうところに

ついては２条刈りとか３条刈りのグレンタン

クのコンバインを入れたりとか、その中山間

地域ならでのあぜの草刈り機を入れたりと

か、そういうものを支援していくような事業

を今回組んでおります。 

 そういう形で、ある程度中山間地域の農業

関係も作業受委託が進むように支援をしてい

きたいと考えております。 

 

〇鳥井農地・担い手支援課長 集積でござい

ます。県では、農地集積の重点地区を指定し

ておりますけれども、そのうちの半数以上を

中山間地域、48地区を中山間地域に指定して

おりまして、地域の話し合い活動等の支援を

行っております。 

 その結果、芦北地域で百木ファームが設立

されるなど、そういったまとまって受け皿を

つくるような優良事例も見られます。 

 しかしながら、平たん地と比べますと、依

然としてやはり耕作条件が厳しくて、なかな

か集積がおくれている状況でございますの

で、今後、市町村と連携して、ことしから集

積地区については市町村指定ということにし

ましたので、地域の実情に合わせて取り組ん

でいきたいと思っております。中山間地域の

取り組みというのが重点だと思っておりま

す。 

 また、中山間地域につきましては、樹園地

というのが面積的に多うございます。担い手

集積を８割にしていくためには、樹園地の集

積というのが今後も重要だと思っております

ので、樹園地型の指定というのもことしから

始めまして、樹園地のモデル地区を今後、農

産園芸課と連携してつくっていきたいと思っ

ております。 

 また、委員御指摘のように基盤整備という

のが重要になりますので、基盤整備事業と

の、中山間総合整備事業等との連携をしっか

りして、集積に努めてまいりたいと思ってお

ります。 

 

〇今田むらづくり課長 むらづくり課でござ

います。 

 委員おっしゃるとおり、中山間地域は非常

に厳しい状況ということで、今回、中山間農

業モデル地区支援事業では、平地と遜色ない

地域も集積化の中にはあるけれども、特にそ

の中でも厳しい中山間地域を対象としまし

て、その地域がみずから今後その地域をどう

していこうかというのを、構想を練ってもら

うと、それを農業振興ビジョンというふうな

ことで設定しているんですが、そういう中

で、まずビジョンづくりから支援もしましょ

うと。そういう中で、ビジョンの中で構成さ

れたいろいろ必要なこと、例えば基盤整備で

ありますとか、施設整備でありますとか、そ

ういうものについて交付金という形で支援し

ていこうということです。 

 基盤整備に関しましては、拡大ができると

ころもあるでしょうし、石積みぐらいの補修

が必要なところもあるかもしれません。施設

を入れるために、暗渠排水が必要なところも

あるかもしれません。そういう、地域によっ

て、きめ細かなメニューを用意して、地域が

利用しやすいような内容としていきたいと思

っています。また、関係各課、いろんな事業

において、優先的に採択できるものだとか、

補助率を地元の分を尐しかさ上げできるよう

な部分があるだとか、現在その分について

は、まだまだ尐し検討中の部分でございま

す。 

 あわせまして、中山間地域の県内の状況が
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どうあるべきなのか、本年度も調査を実施し

ておりまして、ある程度の結論は出てきてお

りますが、まだ今後も調査を入れて、さらに

詳しいところを探っていきたいと。それをま

た、これから先の政策に反映させていきたい

ということで、そういう調査の部分も考えて

ございます。 

 以上でございます。 

 

○前川收委員 しっかり取り組んでいただい

ていることは大変ありがたいんですけど、中

山間地域は定義はかなり広いんで、どの辺の

部分を見るかというのがなかなか難しいと思

いますが、私のイメージでいくと、中山間地

域総合整備事業という、圃場整備みたいな土

地区画整理まで含めた事業がやれるところ

は、これは営農意欲があるからやれるわけで

ありますから、しかも、そういうところとい

うのは、どちらかというと地元に組織もでき

て、集落営農とか、会社であったり、そうい

った集団、いわゆる集約した農業ができると

いうところがあって、中山間地域総合整備事

業に取り組んでいく、うちの地元にもたくさ

んありますけど、まだ意欲あるところもござ

います。そこは、まだいい、いいと悪いは言

っちゃいかぬと思いますけど、まだまだやれ

る中山間ですね。 

 一方で、中山間地域の定義の中でいくと、

もうほとんど担い手はいませんよと。だから

担い手がいないから組織ができないですね。

営農組織をつくるのが非常に難しい。そうい

うところにこそ、ＪＡがきちっと入っていっ

て、営農組織のリーダーとしてＪＡがちゃん

とやっていくと。当然やるためには機械化も

必要ですし、さまざまな手当てが要るでしょ

う。そういったものについては、各課またが

りながら、こういった整備をやればこういう

事業に取り組めますよという、一つのパッケ

ージか何かつくってもらってですね。それぞ

れがお話を聞くとつながっているとは思いま

すけども、多分、農家はそのことは全くわか

らないですね。集約化、集約化という言葉の

裏には、山間地域の農業は切り捨てられてい

ると、集約ができないわけですから。一方で

は、平地のほうとか、まだいい、中山間では

どんどんどんどん集約化という話が出て、大

型機械の購入補助もありますと、圃場整備も

非常に安価でできるようになりましたという

話の背景と同時に、一方で営農組織もできな

いような中山間、まあ山間地域と言ったほう

がいいのかもしれぬね、「中」は抜いて。そ

ういう農業が切り捨てられているというイメ

ージがありますので、それは平地の農業はよ

かたいと、しかし、俺たちの中山間は何もな

かもんなという話を時々聞きます。何もない

わけじゃないんです。こうやってちゃんと皆

さんも考えていただいておりますので、その

ことがやっぱり直接、ＪＡしかもうないだろ

うと思ってますけれども、中に入っていっ

て、営農まで一緒にやっていくというところ

まで、リスクまで含めて負うような形で、県

のほうで御指導いただければというふうに思

っておりますが、トータルのパッケージとし

て、何か打ち出すことはできないんですか

ね。 

 

〇濱田農林水産部長 じゃあ、私のほうから

お答えをいたします。 

 これは、中山間の問題というのは、もうお

ととしぐらいから、ＴＰＰが始まったときか

ら陰の部分として広く県内で心配が上がって

きた部分でありました。我々も非常にそれに

心配して応えてきたつもりであります。幾つ

か先行して基盤の部分を、中山間総合整備の

部分で負担金をなくしたいというような、そ

の出だしの部分あるいは国の政策もずっと追

っかけてきて、今回お示ししているようなパ

ッケージで、大体山間地、厳しいところまで

含めた対策が、一応のメニューはできたのか

なというふうに思っています。 



第８回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成29年３月14日) 

 - 23 - 

 おっしゃるとおり、大事なのは、今から現

地にどう向かっていくかというところだと思

います。我々としては、その農政の本庁各課

もありますけど、現場に普及の組織もありま

す。そして、ＮＮのその基盤を出していく部

隊もあります。そうしたところが、一つのこ

の中山間地対策のパッケージとして、どうい

った支援メニューが、何をしたいときにでき

るのかということを、一つのパッケージに我

々はして見せることが必要だと、それはもう

思っています。今から現場におりていくとき

に、そういったパッケージをまず用意して、

そして市町村と一緒になって、その中に入り

込んでいきたいと思いますので、しっかり留

意して、来年からの展開につなげていきたい

と思っています。 

 

○前川收委員 パッケージをぜひつくってく

ださい。その際スローガンもつくって、タイ

トルをつけて、中山間地域活性化何とか事業

とかね、これが今から、まあ今までも動いて

いるんだけど、きちっと動いていきますから

皆さん頑張りましょうって、そういう話にな

るようなものをつくってもらえればと思いま

すので、よろしくお願いします。 

 これはもう答弁は要りません。 

 以上です。 

 

〇髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

〇松野明美委員 ３ページの真ん中あたりの

農業公園運営事業の経費が出ておりますが、

ちょっともう尐し説明をお願いします。 

 

〇白石農林水産政策課長 保全事業のほうで

すかね。農業公園運営事業のほうでございま

すかね。 

 ここは、農業公園というのは、県立の公園

を設置しておりますけれども、それの運営を

指定管理者に委託しているということで、今

農業公社のほうに委託をしていまして、大

体、年間6,500万、大体５年の契約になって

おりまして、ちょうど今年度までが一回切れ

て、また29年度から５年間、一応もう指定は

終わっていまして、来年度も農業公社のほう

に指定管理をしてお願いするというふうにな

ってございます。よろしいでしょうか。 

 

〇松野明美委員 委託事業ですから、余り言

えないことなんですが、私も10年ほど前によ

く農業公園に遊びに行っておりまして、年間

パスポートという、たしか1,200円だったと

思うんですが、写真つきのパスポートをつく

っていただきまして、何回も１年の間に遊び

に行ける、入れるというようなものがあった

んですが、今はあるかどうかちょっとわから

ないんですが、これは10年前のことなんです

が、乗り物とか10円だったか100円だったか

入れますと、古い乗り物があるんですね、こ

れを子供が乗って遊んでいたという思い出が

あります。 

 運営のやり方・拡大によっては、あの広い

公園ですから、いろんな人たちが、何か集客

というか、集まって来る場所だなというふう

に当時思ったことがあるんですが、サッカー

の試合とかスポーツ大会とか、植木の展示会

のようなものはあっているようなんですが、

これから先というのは、その公園、せっかく

大きな公園がありますから、どんどんと委託

の事業の方にお願いをして盛り上げていただ

きたい場所だなというふうに感じました。 

 ちょっと、お答えをお願いいたします。 

 

〇白石農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 ありがとうございます。農業公園につきま

しては、我々も、県民の方々にしっかり活用

していただくように、いろいろ知恵を絞っ

て、いろんなイベントとかそれから集客事業

とかをしていただくように、農業公社ともい
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ろいろ話をしながら、農業公社のほうも毎年

いろいろ企画を考えられて、さっきのコンサ

ートも含めて、いろんなイベントをされてご

ざいます。 

 さっきの遊具とかそういうのも、農業公園

が独自に考えられて、子供さんを集めるため

にそうしようとかですね。もうやがて植木祭

りとか植木市ですかね、５月にはバラ祭りと

か、結構、県内外からお見えになっていただ

けるということで、大体年間47万人ぐらい集

客がございます。ことしはちょっと地震の関

係で、一部閉鎖したりしている部分もござい

まして、入場料収入が尐し、70％ぐらい、３

割ぐらいちょっと落ちている部分もあるんで

すが、もう大分修復も出てきていますので、

来年以降も大体集客をそのぐらい以上は目標

に持って頑張りたいと思っております。 

 

〇松野明美委員 家族の触れ合いの休日とか

は、ついつい大型ショッピングセンターとか

そちらのほうに遊びに行ってしまう傾向が多

いものですから、せっかく大きな農業公園が

ありますから、ぜひ、熊本のよさであると思

いますので、自然と触れ合うような、そうい

う場を、お年寄りとか子供たちとかにぜひ与

えていただきたいなと、そういう場所にして

いただきたいと思っております。よろしくお

願いいたします。 

 以上になります。 

 

〇髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

〇楠本千秋委員 水産振興、ページでいけば

118ページのクマモト・オイスターについて

ちょっと、生産だとか販売あるいはここにあ

りますように、ブランドの確立とか養殖技術

の向上とかありますけども、クマモト・オイ

スターについてちょっと説明をしていただけ

ればと。 

 

〇木村水産振興課長 クマモト・オイスター

につきましては、平成21年から販売に取り組

むような取り組みをしております。どうして

も、夏場の養殖期間にへい死が多うございま

して、これまでで最高で１万8,000個程度の

販売しかできておりません。 

 これを増加させるために、これまで一生懸

命技術の開発に取り組んだところでございま

す。 

 ことし、短期養殖ということで、夏場前に

出荷するようなスタイルを確立しつつありま

す。それで、ことしの販売個数としては5万

個から10万個の間を見込んで、今最後の仕上

げの段階に入っているところでございます。 

 販売としては、大体３月末から５月いっぱ

いぐらいをかけて、できるだけ50ミリ以上の

大きなものについて販売できればなというふ

うに思っております。これから先の水温とか

餌の状況によって、またこの個数については

上下動があるかとは思います。 

 そういうことで、現在種苗生産については

ある程度の確立、稚貝の配給についてはある

程度の確立ができましたので、またより大き

なものが販売できるように、養殖技術の開

発、例えば真ガキとのハイブリッドであると

か、そういうものについて、今後、水産研究

センター、改良普及員等と連携して、現場の

ほうに指導していきたいというふうに考えて

おります。 

 

〇楠本千秋委員 販売先というんですかね、

その辺のルートというのは。 

 

〇木村水産振興課長 県内におきましても、

当初その１万数千個できたときには、県内の

飲食店で販売されましたが、それ以降は、ク

マモト・オイスターは小振りでも大丈夫とい

うような、首都圏中心の販売にちょっと偏っ

ていたようなところもございます。ことし、

ある程度の個数が確保できる見込みでありま
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すので、県内でも食べられるようなお店等に

つきまして、水産振興課のほうで御紹介等は

していきたいというふうに考えております。 

 

〇髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 なければ、以上で質疑を終了いたします。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第33号、第42号、第43号、第

67号及び第68号について一括して採決したい

と思いますが、御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

〇髙野洋介委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第33号外４件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

〇髙野洋介委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第33号外４件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

〇髙野洋介委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から、報告の申し出が３件あってお

ります。まず報告について執行部の説明を求

めた後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。 

 それでは、報告をお願いいたします。 

 

〇白石農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 私のほうから２件御報告させていただきま

す。 

 まず１件目、熊本県森林・林業・木材産業

基本計画の概要についての御説明でございま

す。 

 資料は、Ａ３の一枚紙をごらんください。

別に本体のほうは机の上に配付してあると思

いますが、Ａ３資料で説明いたします。 

 この計画は、本県の林務行政の基本方針を

示すものでございまして、これまで関係団体

との意見交換、それからパブリックコメント

などを行いながら作業を進めてまいりまし

た。 

 さきの12月の当常任委員会におきまして、

これまでの取り組み成果、課題、大まかな施

策の方向は、上段のほうにちょっと書いてあ

りますが、説明をさせていただきましたの

で、本日は主な柱と取り組み内容につきまし

て、中段から下について簡卖に御説明させて

いただきます。 

 資料の中ほど、新たな計画の構成をごらん

ください。 

 全体としまして、まず平成28年10月に改定

しました熊本地震復旧・復興プランに掲げて

おります内容を踏まえた上で、中段以下の緑

色で囲んでおります６本の柱で施策を進めて

いきたいというふうに考えております。 

 なお、主要な施策は赤色の文字であらわし

ておりまして、復旧、復興に関する主な部分

については、黒の下線を引いております。 

 まず１番、充実した森林資源の循環利用に

よる稼げる林業の推進ということでございま

すが、森林経営計画の作成を支援し、効率的

な作業を推進するとともに、森林施業及び林

地の集約化、路網の整備、機械化を進めてま

いります。 

 ２番の県産木材利活用の最大化におきまし

ては、公共建築物等の木材化、木質化の推

進、それからＣＬＴ、ＢＰ材などを活用した

新たな木材利活用、利用分野の創出を図って

まいります。 

 ３番、多様で健全な森づくりにおきまして

は、山地災害対策や防災・減災対策の推進、

それから市町村や関係団体と連携した鹿被害
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対策の強化などに取り組んでまいります。 

 ４番、林業を支える担い手の確保・育成で

は、林業就業希望者への長期研修などにより

まして、林業従事者の確保、育成を図りま

す。 

 また、自伐林家や林業研究グループ活動へ

の支援、それから高度な知識と技術、技能を

有する技術者の育成を図ってまいります。 

 ５番の山村地域の活性化では、特用林産物

の生産力強化、販路拡大。 

 それから６番の研究・技術開発と普及の推

進では、低コスト、高品質の県産材機器など

の取り組みも進めます。 

 以上のような体系のもとに施策を進めまし

て、一日も早い熊本地震からの復旧、復興と

林業の成長産業化、多様で豊かな森林づくり

の実現に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 簡卖でございますが、以上で森林・林業・

木材基本計画の案についての御説明を終わら

せていただきます。 

 続きまして、熊本地震による農林水産業の

被害及び復旧・復興の状況につきまして、

(2)の資料、Ａ４横の資料で御説明させてい

ただきます。 

 熊本地震によります農林水産業の復旧、復

興の現時点の状況につきまして、時点を修正

した事項について、朱書きで訂正しておりま

す。 

 被害額については、今回はそのまま、訂正

はしておりません。 

 時間の関係もございますので、それぞれ個

別の説明は省略させていただきますが、３ペ

ージをごらんいただければと思います。 

 ３ページの被災農業者向け経営体育成支援

事業の進捗状況についてのみ御報告させてい

ただきます。 

 ３ページ下段の箱囲みのところ、最下段の

ところをごらんください。 

 進捗状況と書いておりますが、現時点で申

請件数が9,952件の申請に対しまして、年度

内事業着手数が8,354件、それから、うち本

年度完了予定が4,322件、43.4％となってお

ります。 

 あとは事柄だけ朱書きで書いておりますの

で、後ほどごらんいただければと思います。 

 

〇鳥井農地・担い手支援課長 報告資料の

(3)、新規就農者の離農状況について御説明

をいたします。 

 １ページをお開きください。 

 ２月６日の当委員会で報告をいたしました

新規就農者の状況についての中で、離農状況

につきまして、１ページ上段のとおり御報告

を、総数等の説明を行いましたが、委員から

内訳はどうなっているのかという御指摘がご

ざいましたので、資料を取りまとめました。 

 １ページの下の表ですけれども、平成23年

から27年の新規就農者1,511人のうち離農し

た者が62人と御報告のとおりございます。こ

れを、この方々を経歴別に見ております。 

 一番右の欄、離農率ですけれども、離農率

が高いのは、農業系以外の高校の卒業者もし

くは義務教育の卒業者となっております。 

 また、率とあわせまして数として多いの

は、農業系以外の高校を卒業したＵターンの

方11人、それから新規参入の方が９人と、多

くなっております。 

 資料にはありませんけれども、これらの人

について市町村に理由を追加で聞き取りをい

たしました。理由が把握できた者につきまし

て、全体としては病気等によりやむを得ない

理由が多かったんですけれども、先ほど数の

多かった農業系以外の高校の卒業者につきま

しては、農業経営がうまくいかなかった、も

しくは地域との関係づくりができなかったな

どの理由のほうが、病気等よりも多くなって

おります。 

 ２ページです。 

 離農者の就農の経過を見るために、青年就
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農給付金の受給状況を掲載しております。離

農者のうち青年就農給付金の受給者は23人

で、このうち研修のための準備型を受給し

て、県で実施している認定研修期間等で研修

を受けた後に離農した方はありませんでし

た。 

 以上から、２ページの下段です、今後の取

り組みですけれども、Ｕターンや新規就農者

のうち農業系以外の高校を卒業して、農業に

関する教育ですとか研修を受けないで就農し

た者、そういった方に対する就農前の研修が

特に重要だと考えられます。 

 このため、Ｕターンや新規就農者が就農前

に青年就農給付金の準備型も活用しながら、

県の認定研修機関ですとか、農業大学校で実

施しております研修を積極的に受けるよう

に、県の新規就農支援センターですとか市町

村の窓口で積極的に働きかけてまいります。 

 また、各地域の県農業普及・振興課、市町

村、ＪＡ、就農支援アドバイザー等の関係機

関がさらに連携を緊密にしまして、新規就農

者に対するサポートを実施してまいります。 

 また、３ページには、さらに離農者の年齢

別、地域別、経営類型別の内訳も掲載してお

りますので、後ほどごらんいただきたいと思

っております。 

 以上です。 

 

〇髙野洋介委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 なければ、以上で質疑を終了いたします。 

 次に、その他に入ります。 

 ここで、平成28年度農林水産常任委員会に

おける取り組みの成果について御説明いたし

ます。 

 12月の委員会でも報告いたしましたが、こ

の取り組みの成果は、今年度の当委員会の審

議の中で、委員から施策の推進に向けて提起

されたさまざまな課題や要望等の中から、執

行部の取り組みが具体的に進んでいる主な項

目を上げ、この３月に県議会のホームページ

で公表するものです。 

 １、施策等への反映状況については、私に

項目の選定等を御一任いただきましたので、

早田副委員長及び執行部とで協議をしまし

て、当委員会としては５項目の取り組みを上

げた案を作成いたしました。もちろん、ここ

に記載の項目以外の提案された課題や要望等

についても、現在執行部で検討を続けられて

おられますが、ここに上げた５項目は、委員

と執行部との協議により施策の取り組みが進

んだものなど、代表的なものを選定しており

ます。 

 それでは、現在の執行部の取り組み状況の

部分も含めて、この案につきまして何か御意

見等はございませんでしょうか。 

 

○前川收委員 内容については委員長と副委

員長に御一任してますから言うことはありま

せんが、ぜひこういう成果というのを、今後

もどんどん外に向けて発信していただきたい

というふうに思っておりますので、よろしく

お願いします。 

 以上であります。 

 

〇髙野洋介委員長 はい、わかりました。 

 ほかにございませんか。 

 それでは、この案でホームページへ掲載し

たいというふうに思いますけども、掲載まで

文言等の修正等がありましたら、私に御一任

いただけますでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

〇髙野洋介委員長 それでは、そのようにさ

せていただきます。 

 次に、その他に入りますが、委員から何か

ありませんか。 

 

〇松野明美委員 委員長のほうからのこの取

り組みの成果のほうにも、農福連携のことが
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ちゃんと載っておりましたが、ことしの１月

16日に、この農と福祉の連携セミナーin九州

ということで、これは農林水産省が主催とな

りまして、県では健康福祉部障がい者支援課

が主催といいますか、参加をなさっているよ

うなんですが、これは１月16日の開催で１月

12日に締め切りで、もう１月５日には満席

で、私の知人もぜひということだったんです

けど、満席で参加ができませんということを

言われたということで、そういう農福連携の

取り組みというのが活発化し始めているのか

なというふうに感じました。 

 ３月にも熊本市の西区のほうで同じような

セミナーがあったというのは、お聞きをしま

したけれども、農業分野からのこの農福連携

についてのこれからの取り組みということを

尐しお聞きしたいと思います。お願いしま

す。 

 

〇今田むらづくり課長 むらづくり課でござ

います。 

 委員御指摘のとおり、農福連携については

農水省のほうもいろいろ取り組みを始めて、

具体的な点が新聞報道等で出てきているとこ

ろでございます。 

 むらづくり課で取り組んでおります農と福

祉の連携事業についてちょっと御報告してお

きますと、基本的に農と福祉の連携によりま

して、中山間地域等の農地の利活用を図るた

めの取り組みの支援という視点で、むらづく

り課で取り組んでおります。 

 また、福祉団体による農業参入ですとか、

障害者の方の働く機会づくりにつながるよう

な調整等も想定してございます。 

 県全体としましては、現在、農福連携の専

門コーディネーター等についても、健康福祉

部と農林水産部との間で検討を行っている段

階でございまして、農福連携の推進体制につ

いても関係部局で検討中でございます。近い

うちに体制がまずは整うのではないかなとい

うところでございます。 

 

〇松野明美委員 国のほうでも、１億総活躍

プランの中で、障害者の就労訓練や雇用の場

として農業分野が期待されているということ

で、国のほうもどんどん動いていただいてい

るんじゃないかな、前進していただいている

んじゃないかなと思いますので、ぜひ県のほ

うの特に農業分野のほうでも前進といいます

か、やっていただきたいと、農業と障害者の

つなぎといいますか、それをやっていただき

たいと思います。 

 以上になります。 

 

〇髙野洋介委員長 ほかに何かありません

か。 

 なければ、以上で本日の議題は終了いたし

ました。 

 これをもちまして、第８回農林水産常任委

員会を閉会いたします。 

  午前11時54分閉会 

――――――――――――――― 

〇髙野洋介委員長 また、今年度最後の委員

会でございます。本日、課長級以上の方で、

執行部で本年度勇退予定の方々が５名いらっ

しゃいますけども、本日は４名出席というこ

とでございます。 

 それぞれ一言ずつ御挨拶のほうをお願いし

たいというふうに思っておりますけども、ま

ず初めに小栁農村振興局長からと思いました

が、階級上、板東農業研究センター所長から

お願いしたいと思っております。よろしくお

願いします。 

  （板東農業研究センター所長、小栁農村

   振興局長～平岡水産局長の順に挨拶） 

〇髙野洋介委員長 皆様ありがとうございま

した。 

 そのほかにも農林水産部の皆様方で、今年

度をもちまして勇退される方々がたくさんい

らっしゃると思いますけれども、長い間本当
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に御苦労さまでございました。 

 これからも一県民として、県勢の発展のお

力添えをお願いするとともに、今までの経験

と知識を生かされて、新たな場所での御活躍

を心よりお祈り申し上げたいと思っておりま

す。 

 どうも御苦労さまでございました。 

 では、今年度最後の委員会でございますの

で、私のほうから一言御挨拶を申し上げたい

と思っております。 

 この１年間、早田副委員長を初め議員各位

の御協力をいただきながら、微力ではござい

ますが、委員会の活動を進めてまいりました

けれども、皆様方の御協力に対しまして、心

より感謝申し上げます。 

 ことし１年間振り返ってみますと、地震が

あり豪雤があり噴火があり、そして最後は、

鳥インフルエンザといって、ことし１年間、

本当に災害に見舞われた１年間でございまし

た。 

 私、皆様方の活動を見ておりまして思った

のが、昼夜を問わず、それぞれの場面、場面

で先頭に立って、県民のために頑張っている

姿に心より、皆様方に対しまして敬意と感謝

を申し上げますとともに、重ねて皆様方に信

頼ができるようなことを学ばせていただきま

した。 

 この１年間で、私も議員として、また、委

員長としていろんな経験をさせていただきま

したけれども、本当に委員各位、執行部の皆

様方のおかげで、何とか１年間務めることが

でき、重ねて感謝を申し上げたいというふう

に思っております。 

 今後とも、熊本の一日も早い復旧、復興に

向けて、オール農林水産部、そしてオール県

議会といった形で、しっかり私も一議員とし

て頑張っていきたいと思いますので、今後と

もよろしくお願いしたいと思っております。 

 最後になりましたけれども、委員各位並び

に執行部の皆様方の今後のますますの御健勝

と御活躍を心より祈念申し上げまして、簡卖

ではございますが挨拶とさせていただきま

す。 

 １年間本当にありがとうございました。

(拍手) 

 それでは、副委員長からも御挨拶をお願い

いたします。 

 

〇早田順一副委員長 この１年間、髙野委員

長のもとで委員会運営を務めさせていただき

ましたけども、本当に委員の皆様方の御指

導、御鞭撻のおかげで、１年間乗り越えられ

たんじゃないかなというふうに思っておりま

す。 

 また、執行部の皆様方には真摯に御対応を

いただきまして、本当にありがとうございま

した。 

 復旧、復興はまだ道半ばではございますけ

ども、皆様とともに、特に御勇退をされる皆

様方と一緒に、県勢の発展のために頑張らせ

ていただきたいと思います。 

 本当にありがとうございました。(拍手) 

 

〇髙野洋介委員長 以上で全ての委員会を終

了いたします。 

 大変お疲れさまでございました。 

  午後０時２分 
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